
売却計画の経済性評価 

 

１．審議会説明資料 

 

改善要因   悪化要因   

        

利息収入の増加 32 リース料の発生 39 

借入金支払い利息の減少 14 
政府援助金の減少（ネッ

ト） 
42 

減価償却費の減少 36     

建物修繕・維持費の減少、その他 65     

        

合計 147 合計 81 

      

ネット財務改善効果 66   

 

 

２．減価償却、政府援助金の減少の訂正、見直し 

 

改善要因   悪化要因   

        

利息収入の増加 32 リース料の発生 39 

借入金支払い利息の減少 14 
政府援助金の減少（ネッ

ト） 
62 

減価償却費の減少 0     

建物修繕・維持費の減少、その他 65     

        

合計 111 合計 101 

      

ネット財務改善効果 10   

 

（注１）ここに減価償却を入れるのは間違い 

（注２）補助金の二重取りになるので、１９万ドルもらえるとの予想は無謀 

 

（解説）１０万ドルは、総収入、総支出の約 2.8％にすぎない 

 



３．維持管理費節減効果の見直し 

 

  これを過大評価すると甘い見通しとなる。 

 

 

支出のなかで、節約が可能なのは「Occupancy Expenses」だけである事が分かる。 
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この中で更に節約可能なのは Repairs and maintenance と Repair of building および

Utilities である。ただし、Utilities は先生・学生の人数は変わらないので削減効果は限定

的である。 

Rent は内部での割り振りだけで実費ではないので削減効果はないし、Protection and 

Security およびMovingについても必要な時は当方で負担が必要なのでリースにしたから

として安くなるものではない。 

 

改善要因   悪化要因   

        

利息収入の増加 32 リース料の発生 39 

借入金支払い利息の減少 14 
政府援助金の減少（ネッ

ト） 
62 

減価償却費の減少 0     

建物修繕・維持費の減少、その他 56     

        

合計 102 合計 101 

       

ネット財務改善効果 1     

 

 

４．リース料見直し 

  ２０００万ドル投資した施設の６５％を占拠して使用するのであるから当然適正なリ

ース料を支払う必要がある。 

審議会側は総合の維持管理費（６０万ドル）の６５％３９万ドルと想定しているが、 

 

（１）減価償却 

これに最低でも減価償却費は負担する必要がある（４０万ドルの６５％、２６万ドル） 



  更に現在向こう側が校舎の改築費用の負担を求めている事を考えると、固く見るため

には想定した１６万ドルの設備投資の６５％も負担する事も必要。そうすると総額は７１

万ドルとなる。 

 

 

改善要因   悪化要因   

        

利息収入の増加 32 リース料の発生 71 

借入金支払い利息の減少 14 
政府援助金の減少（ネッ

ト） 
62 

減価償却費の減少 0     

建物修繕・維持費の減少、その他 56     

        

合計 102 合計 133 

       

ネット財務改善効果 -31     

 

（２）適正リース料 

   上記（１）でもリース料は適正でないかもしれない。この部分の効果を大きく見せ

るためリース料を割引する変わりに売買価格を低くしている可能性もある。 

   つまり隠れたリース料が形を変えて売買価格に反映されていると考えるのが正しい。 

   適正リース料を例えば生徒数が１／４のＮＪ校の約３０万ドル（２９９千ドル）の 

４バイトすると１２０万ドルになる。（他にも平均単価に専有面積をかけた約１４０万ドル

との数字もある。） 

 

改善要因   悪化要因   

        

利息収入の増加 32 リース料の発生 120 

借入金支払い利息の減少 14 
政府援助金の減少（ネッ

ト） 
62 

減価償却費の減少 0     

建物修繕・維持費の減少、その他 56     

        

合計 102 合計 182 

       

ネット財務改善効果 -80     



 

 

 

 

（３）新たなリース料の説明 

  最近審議会側はリース料は、減価償却４０万ドルと維持管理費として現行の事務局負

担額の２０万ドルの合計６０万ドルを先方と案分した額と説明を変えてきた。 

  これを信じると維持管理で借り主側負担額はカバーされないので建物修繕・維持管理

の削減効果は極めて限定的になる。（２０万ドル自体にも疑問がありますが） 

 

 

改善要因   悪化要因   

        

利息収入の増加 32 リース料の発生 39 

借入金支払い利息の減少 14 
政府援助金の減少（ネッ

ト） 
62 

減価償却費の減少 0     

建物修繕・維持費の減少、その他 20     

        

合計 66 合計 101 

       

ネット財務改善効果 -35     

 

 

５．結論 

 

  上記の結論からはどうやらリースバック方式はマイナスの効果しか生まないと結論せ

ざるを得ません。 

   


